
利用規約 
 

本利用規約（以下「本規約」といいます。）は、弊社が運営する本サイトにおいて提供する本サービスの提供条件及び弊社とお客様
との間の権利義務関係が定められています。本サービスの利用に際しては、本規約の全文をお読みいただいた上で、本規約に同意して
いただく必要があります。 

 

第１条（適用） 

本規約は、本サービスの提供条件及び本サービスの利用に関する弊社とお客様との間の権利義務関係を定めることを目的とし、お
客様と弊社との間の本サービスの利用に関わる一切の関係に適用されます。 

 

第２条（定義） 

⑴ 「知的財産権」とは、著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他の知的財産権（それらの権利を取得し、またはそれ
らの権利につき登録等を出願する権利を含みます。）を意味します。 

⑵ 「弊社」とは、 株式会社ユニリース（〒141-0021 東京都品川区上大崎 2-25-5 久米ビル 6F）を意味します。 

⑶ 「本サイト」とは、弊社が運営するドメイン名 https://apj-unilease.com/jp.com のウェブサイト及びアプリケーションを意味
します。 

⑷ 「本サービス」とは、弊社が運営する本サイトにおいて提供する賃貸借物件のオンライン申込みシステム及び決済システムに関
するサービスを意味します。 

⑸ 「ユニリース」とは、お客様が、弊社の賃貸借物件を知る契機となった賃貸物件検索サイト Apartment Japan.com を運営す
る株式会社ユニリース（所在地:〒141-0021 東京都品川区上大崎 2-25-5 久米ビル 6F）を意味します。 

 

第３条（禁止事項） 

お客様は、本サービスの利用に当たり、以下の各号のいずれかに該当する行為または該当すると弊社が判断する行為をしてはなり
ません。 

⑴ 法令に違反する行為または犯罪行為に関連する行為 

⑵ 弊社または DID-GLOBAL その他の第三者に対する詐欺または脅迫行為 

⑶ 公序良俗に反する行為 

⑷ 弊社または DID-GLOBAL その他の第三者の知的財産権、肖像権、プライバシーの権利、名誉、その他の権利または利益を侵害す
る行為 

⑸ 本サービスのネットワークまたはシステム等に過度な負荷をかける行為 

⑹ 弊社が提供するソフトウェアその他のシステムに対するリバースエンジニアリングその他の解析行為 

⑺ 本サービスの運営を妨害する恐れのある行為 

⑻ 弊社または DID-GLOBAL のネットワークまたはシステム等への不正アクセス 

⑼ 第三者になりすます行為 

⑽ 反社会的勢力等への利益供与 

⑾ 前各号の行為を直接または間接的に惹起し、または容易にする行為 

⑿ 前各号の行為を試みること 

⒀ その他、弊社が不適切と判断する行為 

 

第４条（本サービスの停止等） 

弊社は、以下のいずれかに該当する場合、お客様に対する事前の通知なく、本サービスの全部または一部の提供を停止または中断
することができます。 

⑴ 本サービスにかかるコンピューター・システムの点検または保守作業を緊急に行う場合 

⑵ コンピューター、通信回線の障害、誤操作、過度なアクセスの集中、不正アクセス、ハッキング等により本サービスの運営がで
きなくなった場合 

⑶ 地震、落雷、火災、風水害、停電、天災地変などの不可抗力により本サービスの運営ができなくなった場合 

⑷ その他、弊社が停止または中断を必要と判断した場合 

 

第５条（権利の帰属） 

本サイト及び本サービスに関する知的財産権は全て弊社または弊社にライセンスを許諾している者に帰属しており、本規約に基づ
く本サービスの利用許諾は、本サイトまたは本サービスに関する弊社または弊社にライセンスを許諾している者の知的財産権の使
用許諾を意味するものではありません。 

 

第６条（本サービスの内容の変更、終了） 

弊社は、弊社の都合により、本サービスの内容を変更し、または提供を終了することができます。 

 

第７条（保証の否認及び免責） 

１．弊社は、本サービスがお客様の特定の目的に適合すること、期待する機能・商品価値・正確性・有用性を有すること、継続的に利
用できること、及び不具合が生じないことについて、明示又は黙示を問わず何ら保証するものではありません。 



２．本サービスに関連してお客様と第三者との間において生じた取引、連絡、紛争等については、お客様が自己の責任によって解決す
るものとします。 

 

第８条（本規約の変更） 

弊社は、法令上、お客様の同意が必要となる場合を除き、弊社が必要と認めた場合、本規約を変更できるものとします。本規約を
変更する場合、変更後の本規約の施行時期及び内容を本サイト上での掲示その他の適切な方法により周知します。 

 

第９条（分離可能性） 

本規約のいずれかの条項またはその一部が、消費者契約法その他の法令等により無効または執行不能と判断された場合であって
も、本規約の他の規定及び一部が無効または執行不能と判断された既定の他の部分は、継続して完全に効力を有するものとしま
す。 

 

第１０条（言語） 

本規約は、日本語で作成され、英語に翻訳されます。日本語版が正本であり、英文版は参考として作成されたものであり、これら
両言語版の間に矛盾抵触がある場合、日本語版が優先します。 

 

第１１条（準拠法及び管轄裁判所） 

１．本規約の準拠法は日本法とします。 

２．本規約に起因し、又は関連する一切の紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

以上 

 

本規約は 2024 年 8 月 1 日から実施するものとします。 

  2024 年 8 月 1 日 初版 


